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令和２年度５月補正予算概要について 
 

 
【歳入歳出予算補正】（健康福祉局分）         

一般会計         ９事業      3,671百万円 

特別会計         １会計        3百万円 
 
※各項目で四捨五入等を行っているため、合計が一致しない場合があります。 

 
１ 一般会計  市第２号議案 令和２年度横浜市一般会計補正予算（第１号）（関係部分） 
 

（1）【くらし・経済対策補正】≪感染拡大防止策と医療提供体制の整備≫ ８事業 3,418百万円 

 

ア 重症・中等症患者等受入体制整備事業             105 百万円〔一般財源〕 

 

入院治療を必要とする陽性患者等を確実に受け入れられるよう、医療機関に対して、受入

体制の確保に必要な施設整備費を助成します。 

 

◆実施概要 

・対象医療機関：Ａ 重症・中等症患者を中心に受け入れる医療機関 15病院 

         Ｂ Ａ以外の医療機関 15病院 

        合計 30病院 

・助成額：Ａ 500万円、Ｂ 200万円 （１病院当たりの上限額） 

・対象経費：簡易陰圧装置の設置、患者動線を分けるパーティション、フロアの区画を 

分ける扉の設置等 

 

    ◆補正内容 

     患者受入体制の確保にかかる施設整備に対する補助金を補正 

 

 

イ 重症・中等症患者等入院受入奨励事業         679 百万円〔一般財源〕 

 

入院治療を必要とする陽性患者等の円滑な受入のため、入院患者を受け入れた医療機関に

対して、支援金を支給します。 

 

◆実施概要 

・対象者：Ａ 感染症陽性患者、Ｂ 感染症を疑う患者 

・支援額：Ａ 30,000円(入院１日当たり)、Ｂ 28,500円(患者１人当たり) 

・受入想定者数：Ａ 1,200人、Ｂ 3,600人 

 

◆補正内容 

患者受入の促進に対する補助金を補正 
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ウ 旧市民病院における軽症者等受入体制整備事業         802 百万円〔一般財源〕 

 

 旧市民病院を軽症者及び陽性無症状者の宿泊療養施設として活用します。 

 

◆実施概要 

・対象者：陽性無症状者及び軽症者  

・受入開始日：施設改修等の受入準備が整い次第、受入開始 

・想定定員：200人程度 

 

◆補正内容 

軽症者等の受入にかかる施設改修、衛生資材購入、運営費を補正 

 

 

エ 医療機関等に対する感染防止資器材の緊急配布事業 

（感染症・食中毒対策事業ほか２事業）    1,087 百万円〔国費 44 一般財源 1,043〕 

 

医療機関、高齢者施設及び障害者施設における感染拡大防止を図るため、市が一括してマ

スクなどを調達し、各施設等に配布します。 

 

◆実施概要 

 ・対象施設：医療機関、高齢者施設（通所、訪問、施設・入居系サービス）、 

       障害者施設（通所、入所） 

 ・購入物品：サージカルマスク 884万枚、Ｎ95マスク８万枚、消毒用アルコール 14 万ℓ、 

感染防護服５万枚 

 

◆補正内容 

     感染防止のための資器材にかかる購入費を補正 

 

 

オ ＰＣＲ検査強化事業               164 百万円〔国費 11 一般財源 153〕 

 

市医師会の協力により、医療機関などの敷地等を活用したＰＣＲ検査の簡易検体採取を行

うことで、検査体制の強化を図ります。また、衛生研究所の検査実施体制強化のため、必要

な資器材を購入するとともに検体搬送業務を委託し、増加する検査に対応します。 

 

◆実施概要 

①市医師会による簡易検体採取の実施 

・設置開始日：５月初旬本格実施予定 

・設置場所：10か所程度 

・運営事業者：市医師会（委託） 

・対象者:検査が必要と判断された次の患者のうち、自身又は家族等が自家用車等を運転 

し、設置場所まで来ることができる方 

                 ア 医師が診察した結果、感染が強く疑われる方 

         イ 帰国者・接触者相談センター又は区に相談された方のうち、感染が強く疑わ

れる方 
 

②衛生研究所における検査体制の強化 

・検査実施体制を強化するため、検体搬送に必要な資器材を追加購入 

・衛生研究所への民間事業者による検体搬送を拡充 

 

◆補正内容 

市医師会による簡易検体採取の実施等にかかる事業費を補正 
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カ ＰＣＲ検査費自己負担助成事業           151 百万円〔国費 76 一般財源 76〕 

 

ＰＣＲ検査費用の自己負担分を助成し、無料化します。 

 

◆実施概要 

 ・助成単価：5,850円（最大） 

※保険適用後の自己負担分（最大 5,850円）を助成 

・想定対象者数：120人／日 

      

◆補正内容 

 自己負担助成にかかる扶助費の補正 

 

 

キ 感染症コールセンター等設置・運営事業      245 百万円〔国費 123 一般財源 123〕 

 

感染拡大防止及び市民の不安軽減を図るため、「新型コロナウイルス感染症コールセンタ

ー」及び「新型コロナウイルス感染症帰国者・接触者相談センター」を引き続き、設置・運

営します。 

 

◆実施概要 

・「新型コロナウイルス感染症コールセンター」及び「新型コロナウイルス感染症帰国者・

接触者相談センター（※）」の設置 

※ 新型コロナウイルス感染症帰国者・接触者相談センター 

新型コロナウイルスの流行地域からの帰国者や感染症患者との接触歴のある方

等からの相談を受け付け、感染症の疑いに該当する方を医療機関につなぎます。 

・設置期間：令和２年４月１日～12月 31日 

 

    ◆補正内容 

     コールセンター等の設置・運営にかかる委託料を補正 

 

 

ク 高齢者施設等に対する多床室の個室化支援事業 

（高齢者施設の感染症拡大防止のための個室化改修事業ほか１事業） 

 185 百万円〔国費 183 一般財源 2〕 

 

高齢者施設等における感染拡大防止を図るため、多床室の個室化に要する改修費を補助し

ます。 

 

◆実施概要 

・対象施設：①特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等の高齢者施設 

 ②障害者施設 

・負担割合・補助単価：①国費 978千円／人（上限） 

②国１／２、市１／４、事業者１／４ 

・想定申請件数：①６か所、②１か所 

 

◆補正内容 

高齢者施設等における施設改修に対する補助金を補正 
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（2）【くらし・経済対策補正】≪市民生活の支援≫            １事業 253百万円 

 

ア 生活困窮者への住居確保給付金給付事業（生活困窮者自立支援事業） 

 253 百万円〔国費 190 一般財源 63〕 

 

 離職や廃業により住居を失った場合又は住居を失う恐れがある場合に支給する住居確保給

付金について、支給対象を拡大します。 

 

◆実施概要 

・対象者：以下のいずれかの方 ※②が新たに追加 

①離職・廃業後２年以内の方 

②給与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由や当該個人の都合によら

ないで減少し、離職や廃業と同程度の状況にある方  

・支給要件：収入、保有している金融資産等の要件あり 

・支給額例（上限）： 単身世帯 5.2万円、２人世帯 6.2万円、３人世帯 6.8万円 

・支給期間：原則３か月（最大９か月まで延長可） 

 

    ◆補正内容 

  住居確保給付金の支給にかかる扶助費を補正 

 

 

 
  

２ 特別会計  市第３号議案 令和２年度横浜市国民健康保険事業費会計補正予算（第１号） 
 

（1）くらし・経済対策補正                               3百万円 
  
ア 国民健康保険事業費会計                      3 百万円〔県費〕 

 

   被保険者のうち、新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対して傷病手当金を支

給します。 

     

◆実施概要 

・対象者：被用者のうち、新型コロナウイルス感染症に感染した方、又は発熱等の症状が

あり感染が疑われる方 

 

・支援要件：労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から労

務に服することができない期間 

・支給額：直近の継続した３月間の給与収入合計額を就労日数で除した金額×２/３×日数 

・適用：２年１月１日から９月 30日の間で療養のため労務に服することができない期間 

 

  ◆補正内容 

傷病手当金の支給にかかる給付費を補正 

 

 

 

 



1 一般会計
（単位：千円）

国 県 負担金等 市債 一般財源

3,670,716 626,029 0 0 0 3,044,687

(1) （単位：千円）

国 県 負担金等 市債 一般財源

1 ７款６項１目 重症・中等症患者等受入体制整備事業 105,000 0 0 0 0 105,000
患者受入体制の確保にかかる施設整備に対する
補助金を補正

2 ７款６項１目 重症・中等症患者等入院受入奨励事業 678,600 0 0 0 0 678,600 患者受入の促進に対する補助金を補正

3 ７款６項１目
旧市民病院における軽症者等受入体制整備事
業

802,146 0 0 0 0 802,146
軽症者等の受入にかかる施設改修、衛生資材購
入、運営費を補正

4
７款６項１目
７款３項２目
７款２項１目

医療機関等に対する感染防止資器材の緊急配
布事業
（感染症・食中毒対策事業ほか２事業）

1,086,600 44,000 0 0 0 1,042,600 感染防止のための資器材にかかる購入費を補正

5 ７款６項１目 ＰＣＲ検査強化事業 164,109 10,800 0 0 0 153,309
市医師会による簡易検体採取の実施等にかかる
事業費を補正

6 ７款６項１目 ＰＣＲ検査費自己負担助成事業 151,200 75,600 0 0 0 75,600 自己負担助成にかかる扶助費の補正

7 ７款６項１目 感染症コールセンター等設置・運営事業 245,000 122,500 0 0 0 122,500
コールセンター等の設置・運営にかかる委託料を
補正

8 ７款５項１目

高齢者施設等に対する多床室の個室化支援事
業
（高齢者施設の感染症拡大防止のための個室
化改修事業ほか１事業）

185,000 183,333 0 0 0 1,667 高齢者施設等における施設改修に対する補助金
を補正

3,417,655 436,233 0 0 0 2,981,422

(2) （単位：千円）

国 県 負担金等 市債 一般財源

1 ７款４項１目 生活困窮者への住居確保給付金給付事業 253,061 189,796 0 0 0 63,265 住居確保給付金の支給にかかる扶助費を補正

253,061 189,796 0 0 0 63,265

2 特別会計

（単位：千円）

国 県 負担金等 市債
一般会計
繰入金

2,517 0 2,517 0 0 0

1 １款２項１目 給付費 2,517 0 2,517 0 0 0 傷病手当金の支給にかかる給付費を補正

一般会計　補正額合計（A+B）

令和２年度５月補正予算概要について

　市第２号議案　令和２年度横浜市一般会計補正予算（第１号）（関係部分）

No. 款項目 事業名称 補正額
財　　源　　内　　訳

補正理由

Ａ　小計

【くらし・経済対策補正】≪感染拡大防止策と医療提供体制の整備≫

No. 款項目 事業名称 補正額
財　　源　　内　　訳

補正理由

Ｂ　小計

【くらし・経済対策補正】≪市民生活の支援≫

No. 款項目 事業名称 補正額
財　　源　　内　　訳

補正理由

国民健康保険事業費会計

　市第３号議案　令和２年度横浜市国民健康保険事業費会計補正予算（第１号）

【くらし・経済対策補正】

No. 款項目 補正額

財　　源　　内　　訳

補正理由

健 康 福 祉 ・ 医 療 委 員 会 資 料

令 和 ２ 年 ５ 月 １ ３ 日

健 康 福 祉 局

市第２号議案 令和２年度横浜市一般会計補正予算（第１号）（関係部分）

市第３号議案 令和２年度横浜市国民健康保険事業費会計補正予算（第１号）
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